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１．文化庁関係予算

文化庁関係予算は、平成１５年度に初めて１,０００億円を突破し、その後も厳しい財政
状況の中、ほぼ横ばいで推移。平成２４年度予算案は過去最高の１,０７４億円。

文化庁関係予算の推移
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※24年度の上段（ ）書きは、東日本大震災復興特別会計を除いた計数である。

（１０３２）

（単位：億円）

文化庁関係予算案（平成２４年度）の内訳

芸術家等の人材育成
6,013（5.6%）

〔6,013（5.8%）〕

舞台芸術・メディア芸術の振興等
6,188（5.8%）

〔6,188（6.0%）〕

文化芸術創造活動へ
の効果的な支援
8,507（7.9%）

〔8,507（8.2％）〕

その他
2,956（2.8%）

〔2,956（2.9%）〕
その他

830（0.7%）
〔830（0.8%）〕

国立文化財機構運営費等
14,486（13.5%）

〔14,486（14.0%）〕

伝統芸能等の伝承
7,332（6.8%）

〔7,332（7.1%）〕

文化財の復元整備・活用・継承等
8,768（8.2%）

〔8,261（8.0%）〕

記念物等の保存整備・活用等
21,559（20.1%）

〔21,559（20.9%）〕

文化財の保存修理・防災対策等
14,940（13.9%）

〔11,200（10.9%）〕

その他
2,737（2.5%）

〔2,737（2.7%）〕

国立美術館運営費等
13,131（12.2%）

〔13,131（12,7%）〕

平成２４年度
予算案

107,447百万円
〔103,200百万円〕

文化財保護の充実
67,914（63.2%）

〔63,668（61.7%）〕

芸術文化の振興
36,576 （34.0%）
〔36,576（35.4%）〕

※ 1．下段〔 〕書きは復興特別会計計上分を除いた計数である。
2．単位未満を各々四捨五入しているため、合計額と合致しない場合がある。

（単位：百万円）



諸外国と比して、我が国の文化予算と民間の寄附はいずれも低い水準にある。

２．文化予算と寄附額（諸外国との比較）

0.03%
（897億円）

0.24%
（2,194億円）

1.06%
（4,830億円）

0.36%
（1,380億円）

0.81%
（1,253億円）

0.11%
（1,020億円）

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

国家予算に占める文化予算の割合（2010年）

0.14%
0.22%

（データ無）

0.13%
6,300

0.0%

アメリカ イギリス（※） フランス ドイツ 韓国 日本

（）内は予算実額

※イギリスの予算は2009年度

［注］
１．文化予算実額は、以下のレートで換算。
１ドル＝89円 １ポンド＝152円（※） １ユーロ＝120円 １ウォン＝0. 077円 （H22.12.28付け財務省公表支出官レート採用）

※ただし、ポンドのみH22.1.4付け財務省公表支出官レートを採用

２．アメリカ：①米国芸術基金(ＮＥＡ)予算、②スミソニアン機構予算、③内務省国立公園部文化財保護予算の合計、
（連邦全体の文化政策を担当する省は置かれておらず、これら３つの機関が文化振興や文化財保護に係る公的資金の分配を
行っている）。アメリカでは、民間からの寄附等を奨励するための税制優遇措置等が中心であり、政府による直接補助は少なく、
国家予算における文化予算の割合は0.03％程度。
３．イギリス：文化・メディア・スポーツ省の予算額から、観光、スポーツに係る予算を差し引いたもの。なお、同省の予算額には、
王立公園、放送・メディア、文化産業化支援に係るものを含む。
４．フランス：文化・コミュニケーション省の予算額。アーカイブ、文化産業、芸術教育に係る予算を含む。
５．ドイツ：連邦政府首相府文化メディア庁の予算額、国立図書館、文書館、メディアに係る予算を含む。
６．韓国：文化体育観光部の予算額から観光、体育に係る予算額を差し引くとともに、文化財庁の予算額を加えたもの。文化体育
観光部の予算額には、文化産業及び国立図書館に係るものを含む。
７．GDPに占める寄附の割合は、イギリスの非営利団体であるチャリティーズ・エイド財団（Charities Aid Foundation）の報告書
（2006）に基づく。諸外国の数値は2005年のもの。日本については内閣府経済社会総合研究所調査（2008年）に基づく。韓国につ
いてはデータが得られていない。 （文化庁調べ）

0.73%
（1兆6,300億円）

（2,900億円） 0.22%
（6,100億円）

（6,300億円）

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

1.67%
（20兆4,000億円）

ＧＤＰに占める寄附（文化芸術以外を含む。）の割合

（）内は寄附額



３．文化芸術に関する法令と税制

施 行 法 律 内 容 施 行 法 律 内 容

H13.12
文化芸術振
興基本法

文化芸術の振興に関し、基本理
念を定め、国及び地方公共団体
の責務を明らかにするとともに、
文化芸術の振興に関する施策の
基本となる事項を定める

H18.6

海外の文化遺
産の保護に係
る国際的な協
力の推進に関
する法律

文化遺産国際協力の推進を図り、
世界における多様な文化の発展に
貢献するとともに、我が国の国際
的地位の向上に資する

H15.3
知的財産基
本法

知的財産の創造、保護及び活用
に関する施策を集中的かつ計画
的に推進

H19.1
著作権法の一
部を改正する
法律

自動公衆送信による放送の同時
再送信に関する実演家・レコード製
作者の権利制限

H16.1
著作権法の
一部を改正
する法律

映画の著作物の保護期間の延
長、教育機関等での著作物活用
の促進、司法救済の充実

H19.5

武力紛争の際
の文化財の保
護に関する法
律

武力紛争の際、文化財を保護する
ため、被占領地域から流出した文
化財の輸入の規制に関する措置
等

近年の法令整備

H16.9

コンテンツ
の創造，保
護及び活用
の促進に関
する法律

コンテンツの創造、保護、活用の
促進に関する施策を総合的・効
果的に推進し、国民生活の向上、
国民経済の健全な発展に寄与

H20.11

地域における
歴史的風致の
維持及び向上
に関する法律

地域における歴史的風致の維持
及び向上を図るため、主務大臣に
よる基本方針の策定、市町村が作
成する歴史的風致維持向上計画
の認定制度の創設等

H17.1
著作権法の
一部を改正
する法律

音楽レコードの還流防止措置、
書籍・雑誌の貸与権の付与、罰
則の強化

H22.1
著作権法の一
部を改正する
法律

インターネット等を活用した著作物
利用の円滑化を図るための措置、
違法な著作物の流通抑止のため
の措置 、障害者の情報利用の機
会の確保のための措置

H17.4

文化財保護
法の一部を
改正する法
律

文化財の定義に文化的景観を追
加するとともに、民俗文化財の対
象に民俗技術を追加、登録文化
財制度の拡充

H23.6

展覧会におけ
る美術品損害
の補償に関す
る法律

展覧会のために借り受けた美術品
の損害について、その一部を政府
が補償

H17.7
文字・活字
文化振興法

我が国における文字・活字文化
の振興に関する施策の総合的な
推進を図り、知的で心豊かな国
民生活、活力ある社会の実現に
寄与

H23.9

海外の美術品
等の我が国に
おける公開の
促進に関する
法律

我が国において公開される海外の
美術品等のうち、文部科学省が指
定したものに対しては、強制執行、
仮差押え及び仮処分を禁止



年度 内 容

H13
国の施設等機関等の独立行政法人
化に伴う特例措置の維持

法人税、
所得税

H14
重要文化財及び重要文化財に準ず
る文化財を譲渡した場合の譲渡所得
税の減免措置の延長

所得税

H15

芸能法人に係る芸能報酬等の源泉
徴収制度の廃止

所得税

認定ＮＰＯ法人の要件の緩和
所得税、

法人税

H17

文化財保護法改正に伴う固定資産
税の軽減措置の創設等

所得税、
固定資
産税

年度 内 容

H20

文化芸術関係法人に対する法人か
らの寄付税制の拡充

（損金算入限度額を一般法人の2倍
→2.7倍程度まで拡充）

法人税

H21
公益法人の保有する伝統芸能の公
開施設に対する非課税措置の創設

固定資
産税等

H22
文化芸術関係法人に対する個人か
らの寄附税制の拡充

（適用下限額を５千円→２千円に引下げ）

所得税

H23

文化芸術関係法人に対する個人か
らの寄附に係る税額控除制度の導
入

所得税

公益法人の保有する伝統芸能の公
開施設に対する非課税措置の延長

固定資
産税等

近年の税制改正

H17

文化芸術関係法人に対する個人か
らの寄附税制の拡充（控除対象額を所
得の25％→30％に引上げ）

所得税

H18

文化芸術関係法人に対する個人か
らの寄附税制の拡充

（適用下限額を１万円→５千円に引下
げ）

所得税

H19

文化芸術関係法人に対する個人か
らの寄附税制の拡充 （控除対象額
を所得の30％→40％に引上げ）

所得税

重要文化財を譲渡した場合の譲渡所
得税の減免措置の恒久化、重要文
化財に準ずる文化財を譲渡した場合
の譲渡所得税の減免措置の延長

所得税

Ｈ24
（予定）

重要有形民俗文化財の国への譲渡
に係る特例措置（１／２課税）につい
て、譲渡対象への地方公共団体の
追加と２年延長（※）現在、国会にお
いて関連法案の審議中

所得税



４．地方文化行政の状況

地方公共団体における文化関係経費の合計額は、平成５年をピークに減少傾向にある。
その主な要因は文化施設建設費の減少であり、文化施設経費及び芸術文化事業費はほぼ
横ばいで推移している。

文化関係経費の推移

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

芸術文化
（市町村）

文化財
（市町村）

合計

芸術文化
（都道府県）

（億円）

4,000

6,000

8,000

（億円）

文化施設建設費【市町村】

文化施設建設費【都道府県】

文化施設経費【市町村】

文化施設経費【都道府県】

芸術文化事業費【市町村】

芸術文化事業費【都道府県】

芸術文化経費の推移

3,660
4,945

6,928

9,553

文化財
（都道府県）

3,354

出典：文化庁調べ

0

2,000

H4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

都道府県

１ 北海道（Ｈ６） ７ 東京都（Ｓ58） 13 京都府（Ｈ17） 19 山口県（Ｈ19）

２ 岩手県（Ｈ19） ８ 神奈川県（Ｈ20） 14 大阪府（Ｈ16） 20 徳島県（Ｈ16）

３ 宮城県（Ｈ16） ９ 富山県（Ｈ８） 15 和歌山（Ｈ20） 21 香川県（Ｈ19）

４ 福島県（Ｈ15） 10 岐阜県（Ｈ20） 16 鳥取県（Ｈ15） 22 熊本県（Ｓ63）

５ 栃木県（Ｈ19） 11 静岡県（Ｈ18） 17 岡山県（Ｈ17） 23 大分県（Ｈ15）

６ 埼玉県（Ｈ21） 12 滋賀県（Ｈ21） 18 広島県（Ｈ18） 24 鹿児島県（Ｈ16）

政令市

１ 札幌市（H19) ２ 川崎市（Ｈ16） ３ 京都市（Ｈ17） ４ 大阪市（Ｈ16）

中核市

１ 函館市（Ｈ17） ２ 旭川市（Ｈ20） ３ 秋田市（Ｓ57） ４ 横須賀市（Ｓ60）

５ 長野市（Ｈ21） ６ 東大阪市（Ｈ20） ７ 奈良市（Ｈ18） ８ 久留米市（Ｈ18）

【その他市区町村】６３市区町で制定 ＊（ ）内は条例の制定年度

文化振興のための条例制定状況
（平成２２年７月１日現在）



国民の６割が「物質的にある程度豊かになったので、これからは心の豊かさやゆとりの
ある生活をすることに重きをおきたい」としている。また、日常生活の中で、文化芸術
を鑑賞したり、文化活動を行ったりすることを「非常に大切」「ある程度大切」として
いるのは約９割。子どもの文化芸術体験について、「重要である」と回答した者は９割
を超え、重要と思う事項については「学校における公演などの鑑賞体験を充実させる」
と回答した者が最も多く約６割である。

人々の求める豊かさ

日常生活における
文化芸術の体験・活動の重要性

0

20

40

60

80

S52 57 62 4 9 17 22

（％）

(年)

心の豊かさ

物の豊かさ

（注） 心の豊かさ → 物質的にある程度豊かになったので、これからは心の豊かさやゆとりのある生活をすることに重きをおきたい
物の豊かさ → まだまだ物質的な面で生活を豊かにすることに重きをおきたい

５．文化に対する意識①（重要性）

出典：内閣府「国民生活に関する世論調査」（平成23年10月）

子どもの文化芸術体験の重要性文化芸術の体験・活動の重要性

出典：内閣府「文化に関する世論調査」（平成21年11月）

子どもの文化芸術体験の重要性

子どもの文化芸術体験で重要な事項

（複数回答）

0.8%

1.4%

0.7%

30.3%

38.1%

39.9%

41.0%

46.0%

49.5%

58.3%

0% 30% 60%

わからない

特にない

その他

音楽などの習い事の機会を充実させる

学校で演劇等の創作体験を充実させる

歴史的な建物や遺跡等について学習機会を充実させる

地域で文化的行事を開催し地域で文化芸術に親しむきっかけを提供する

地域祭りなどの伝統的な文化体験の機会を提供する

地域の文化施設における子ども向けの鑑賞機会や学習機会を充実される

学校における公演などの鑑賞体験を充実させる

非常に大切

である
28.6%

あまり大切

ではない
6.3%

全く大切で

はない 0.8%

わからない
4.4%

重要である
93.1%

重要でない
2.1%

わからない
4.9%

ある程度大切である
59.8%



６．文化に対する意識②（文化芸術の振興と地域の文化的環境）

世界に誇れる日本の文化

文化芸術振興のために国に力を入れてほしい事項

文化芸術振興のために国に力を入れてほしい事項については「子どもたちの文化芸術体
験の充実」が最も多く約５割。文化芸術への支援と社会の活性化・経済振興との関係が
「あると思う」「どちらかといえばあると思う」と回答した者は約８割である。住んで
いる地域の文化的環境に満足している者は約５割、地域の文化的環境の充実に必要と思
う事項については「子どもが文化芸術に親しむ機会の充実」が約４割で最も多い。

（複数回答）

5.6%
4.7%

1.1%
14.9%

24.7%
25.8%
27.1%

29.7%
41.9%

44.2%
48.6%

0% 30% 60%

わからない

特に力を入れるべきものはない

その他

文化振興のための寄附に対する控除など、納税の際の優遇措置

音楽祭・演劇祭・映画祭などの文化的行事の開催

国立博物館・美術館など国を代表する文化施設の整備・充実

日本文化の発信や国際文化交流の推進

世界に通用する高い水準の舞台芸術・伝統芸能等への支援

文化財の維持管理に対する支援

文化芸術を支える人材の育成

子どもたちの文化芸術体験の充実

6.2%
13.5%

18.0%
24.7%
25.3%
25.3%

28.8%
31.5%

56.4%
64.7%

ポップス

音楽（ポップス除く）

文学

美術

生活文化

メディア芸術

演劇・舞踊・芸能

食文化

歴史的な建物や遺跡

伝統芸能

文化芸術への支援と社会の
活性化・経済振興との関係

出典：内閣府「文化に関する世論調査」（平成21年11月）

地域の文化的環境の充実に必要な事項

（複数回答）

（複数回答）

4.4%
14.8%

1.8%
9.6%
10.7%

20.0%
23.8%

28.3%
28.6%

38.9%

0% 30% 60%

わからない

特に必要はない

その他

文化施設や文化事業において地域の芸術家を積極的に活用

芸術家や文化団体の活動の支援

公演・展覧会・芸術祭などの文化事業の充実

歴史的な建物や遺跡などを活かしたまちづくりの推進

ホール・劇場・美術館・博物館などの文化施設の充実

地域の芸能や祭りなどの継承・保存

子どもが文化芸術に親しむ機会の充実

2.5%
2.6%

0.2%
6.2%

0% 35% 70%

わからない

特にない

その他

ポップス

住んでいる地域の文化的
環境の満足度

あると思う
33.9%

どちらかと

いえばある

と思う
44.8%

わからない
8.1%

どちらかと

いえばある

と思わない
9.2%

あると思わ

ない 3.9%

満足してい

る 14.1%

どちらかと

いえば満足

している
38.0%

わからない
12.6%

どちらかと

いえば満足

していない
22.9%

満足してい

ない
12.4%



直近１年間（調査時点）に、ホールや劇場、美術館・博物館等に出向いて文化芸術を直
接鑑賞したことがある者は約６割。美術館・博物館で鑑賞したことがある者は約４割。
他方、約８割の者が鑑賞を除いて、自ら創作・参加したり、文化ボランティア活動を
行ったことはないと回答している。

直接鑑賞経験

７．文化芸術活動の状況①（鑑賞活動等）

美術館・博物館での鑑賞経験

0.3%

36.9%

0.2%

2.2%

4.3%

4.5%

5.3%

10.5%

22.6%

24.2%

24.2%

37.2%

62.8%

◇ わからない

◇ 鑑賞したものはない

その他

メディア芸術（映画を除く）

舞踊

芸能

伝統芸能

演劇

歴史的な建物遺跡

美術

音楽

映画（アニメーションを除く）

◇ 鑑賞をしたことがある

0.3%

57.5%

3.9%

11.5%

26.8%

42.2%

◇ わからない

◇ 行かなかった

６回以上

３～５回

１～２回

◇ 行った

テレビ等による鑑賞経験

出典：内閣府「文化に関する世論調査」（平成21年11月）

鑑賞を除く文化芸術活動

（複数回答）

0.3%

13.2%

0.2%

7.3%

10.3%

12.4%

13.5%

20.8%

23.2%

27.5%

55.6%

57.3%

86.5%

◇ わからない

◇ 鑑賞したものはない

その他

舞踊

メディア芸術（映画を除く）

伝統芸能

演劇

美術

芸能

歴史的な建物遺跡

音楽

映画（アニメーションを除く）

◇ 鑑賞をしたことがある

0.2%

76.1%

0.5%

0.9%

1.9%

2.1%

4.2%

7.3%

7.4%

10.1%

わからない

特に行ったことはない

その他

文化的行事の開催のための支援活動

文化施設における支援活動

子どもの文化芸術体験のための支援活動

音楽・舞踊・華道・茶道・書道などの習い事

地域の芸能や祭りへの参加

文学・音楽・美術・演劇・舞踊・
映画などの創作・参加

歴史的な建物や遺跡などを保存・
活用するための支援活動



出典：内閣府「文化に関する世論調査」（平成21年11月）

（複数回答）

個人による寄附 寄附を促進するための改善事項

直近１年間（調査時点）に文化芸術振興のための寄附をしたことがある者は１割に満た
ない。寄附を促進するための改善事項としては「寄附金の収支が明確になること」を挙
げる者が約４割で最も多く、「寄附に対する控除など、納税の際の優遇措置」を挙げる
者は約２割である。また、２０１０年１～１２月の１年間に助成認定制度を利用して行
われた企業・団体による寄附は１,０８８件、総額５億8,841万円となっている。

８．文化芸術活動の状況②（寄附）

企業・団体、個人による寄附

19.1%

1.7%

9.6%

15.0%

15.6%

21.7%

24.8%

30.5%

42.3%

わからない

その他

寄附者一覧が広報誌に掲載されるなど、

寄附者に対する謝意の表し方を充実させること

インターネット上での決済など、

寄附の方法が簡易になること

寄附先から提供される特典が充実すること

寄附に対する控除など、納税の際の優遇措置

寄附金が使われる分野・内容を

指定できるようにすること

寄附先（文化芸術団体等）の情報が

積極的に提供されること

寄附金の収支が明確になること
ある
9.1%

ない
90.9%

191

506 533 506 468 448 488 467
549

6,288 8,759 9,644 6,793

49,661
48,720 43,007

11,312 12,641
0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

717 694

1,064
1,216

1,033 1,053 1,013
908

1,088

45,641

33,554

56,305

66,758
62,571 62,719

55,561 55,103
58,841

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

寄附件数 寄附金額

（万円） （件）

（年度）

出典：（公社）企業メセナ協議会「文化芸術活動に対する民間寄付の実態調査－助成認定制度 2010年利用実績の
まとめ－」

※2003年度より助成認定制度を利用できる寄附金の下限金額を引き下げた（企業は10万円→5万円、個人は5
万円→1万円）。2004年以降の寄附件数が増えたのはその影響と考えられる。

企 業・団 体

個 人



９．生活時間の動向①（余暇時間等）

１５歳以上の者について、この１５年間の生活時間の推移をみると、余暇活動などの時
間（３次活動時間）は、平成３年の５時間５６分から、８年が６時間９分、１３年が６
時間２６分と増加が続いていたが、１８年は６時間２３分と微減に転じた。

１次活動時間 ２次活動時間 ３次活動時間

Ｈ３ １０．２５ ７．３９ ５．５６

Ｈ８ １０．３２ ７．１８ ６．０９

Ｈ１３ １０．３４ ７．００ ６．２６

Ｈ１８ １０．３５ ７．０４ ６．２３

（時間．分）

行動の種類別生活時間の推移

・１次活動：睡眠、食事など生理的に必要な活動

・２次活動：仕事、家事など社会生活を営む上で義務的な性格の強い活動

・３次活動：１次活動、２次活動以外で各人が自由に使える時間における活動

出典：総務省「社会生活基本調査」（平成18年）

余暇時間（３次活動時間）の利用方法

※ 一日の平均生活時間

（時間．分）

0.36

0.12

0.05

2.23

1.21

0.21

0.29

0.11

0.09

0.10

0.35

0.10

0.04

2.34

1.15

0.25

0.28

0.11

0.08

0.20

0.42

0.14

0.04

2.32

1.20

0.32

0.26

0.13

0.08

0.16

0.45

0.12

0.05

2.24

1.25

0.30

0.22

0.15

0.09

0.16

趣味・娯楽

学習・研究（学業以外）

ボランティア活動・社会参加活動

テレビ・ラジオ・新聞・雑誌

休養・くつろぎ

移動（通勤・通学除く）

交際・付き合い

スポーツ

受診・療養

その他

H3調査 H8調査 H13調査 H18調査



１０．生活時間の動向②（趣味・娯楽）

直近１年間（調査時点）に「趣味・娯楽」を行った者は８４.９％（１０歳以上人口に占
める割合）。文化芸術関連では、「読書」「映画鑑賞」「美術鑑賞」などを行った者の
割合が高くなっている。

趣味・娯楽の内容、平均行動日数

18.2

65.5

13.9

100.4

7.8

90.3

21.1%

28.2%

31.8%

33.0%

37.3%

41.9% 読書

映画鑑賞

テレビゲーム

カラオケ

園芸・ガーデニング等

スポーツ鑑賞

趣味・娯楽を行った
84.9%

趣味・娯楽を行わなかった
15.1%

出典：総務省「社会生活基本調査」（平成18年）

（複数回答）

行
っ
た
者
の
割
合

平
均
行
動
日
数

（日）

29.6

79.2

32.8

29.2

6.7

14.1

80.3

38.6

44.9

8.9

6.2

28.1

6.6

18.2

0 50 100

1.9%

1.9%

2.6%

7.0%

9.3%

10.3%

10.5%

10.9%

11.8%

12.2%

14.2%

17.4%

18.5%

21.1%

0%25%50%

スポーツ鑑賞

美術鑑賞

料理・菓子作り

演芸・演劇・舞踏鑑賞

ポピュラー音楽・歌謡曲鑑賞

パチンコ

編み物・手芸

楽器の演奏

日曜大工

クラシック音楽鑑賞

和裁・洋裁

華道

邦楽

茶道



１１．生活時間の動向③（学習・研究）

直近１年間（調査時点）に「学習・研究」を行った者は３５.２％（１０歳以上人口に占
める割合）。「芸術・文化」に関する学習・研究を行った者の割合は１１.２％、１年間
の平均行動日数は６８.８日であった。

学習・研究の内容

3.4%

7.6%

7.9%

8.8%

9.1%

11.2%

11.7%

介護関係

商業実務・ビジネス関係

人文・社会・自然科学

家政・家事

英語

芸術･文化

パソコン等の情報処理

学習・研修を行った
35.2%

学習・研修を行わなかった
64.8%

学習・研究の平均行動日数

出典：総務省「社会生活基本調査」（平成18年）

（複数回答）

（複数回答）

7.2%

2.9%

3.4%

その他

英語以外の外国語

介護関係

54.7

66.4

68.8

72.0

74.5

79.6

85.3

85.9

介護関係

英語以外の外国語

芸術・文化

商業事務・ビジネス関係

パソコン等の情報処理

人文･社会・自然科学

家政・家事

英語

（日）



１２．生活時間の動向④（ボランティア活動）

直近１年間（調査時点）に「ボランティア活動」を行った者は２６.２％（１０歳以上
人口に占める割合）。「スポーツ・文化・芸術に関係する活動」を行った者の割合は
４.２％にとどまるものの１年間の平均行動日数は３９.４日と最も多くなっている。

ボランティア活動の内容

3.0%

4.2%

4.4%

5.5%

5.6%

6.5%

12.0%

健康・医療サービスの関係

スポーツ・文化・芸術の関係

高齢者を対象とした活動

安全な生活のための活動

子供を対象とした活動

自然や環境を守るための活動

まちづくりのための活動

ボランティア活動を行わなかった
73.8%

ボランティア活動を行った
26.2%

出典：総務省「社会生活基本調査」（平成18年）

ボランティア活動の平均行動日数

（複数回答）

3.4%

1.2%

2.0%

その他

災害の関係

障害者を対象とした活動

8.4

12.8

16.2

18.7

25.8

27.7

29.7

30.2

39.4

災害の関係

まちづくりのための活動

健康・医療サービスの関係

安全な生活のための活動

子供を対象とした活動

障害者を対象とした活動

自然や環境を守るための活動

高齢者を対象とした活動

スポーツ・文化・芸術の関係

（複数回答）

（日）



１３．舞台芸術（分野毎の公演回数）①

出典：日本のオペラ年鑑2010
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※ 「団体数」は、社団法人日本劇団協議会に加盟する団体数。
※ 「上演回数」は、社団法人日本劇団協議会に加盟する団体の主催（劇団の本公演（自主公演）・アトリエ公演）による上演回数。

出典：社団法人日本劇団協議会「Join」

劇団公演



１４．舞台芸術（分野毎の公演回数）②

出典：社団法人日本オーケストラ連盟

※ 「団体数」は、社団法人日本オーケストラ連盟に加盟する団体数。
※ 「上演回数」は、社団法人日本オーケストラ連盟に加盟する団体による自主公演のうち定期公演の回数。
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出典：日本芸能実演家団体協議会「伝統芸能の現状調査」
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48,930
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１５．コンテンツ産業の市場規模

２０１０年のコンテンツ産業の市場規模は、１２兆６４１億円（前年比９９.２％）。こ
のうち、デジタルコンテンツの市場規模は、毎年堅調な伸びを示しており（２０１０年は
６兆８１５８億円：前年比１１０．９％）、デジタル化が進展するコンテンツ産業の状況
を表している。

コンテンツ産業の市場規模

44,585 13,802 11,731 50,523 120,6412010

（年） （億円）
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映像 音楽・音声 ゲーム 図書･新聞、画像･テキスト

（億円）（年）

うちデジタルコンテンツの市場規模

※「コンテンツ」とは、様々なメディア上で流通する〔映像、音楽、ゲーム、図書〕など、動画・静止画・音声・文字・プログラムなどの
表現要素によって構成される”情報の内容“

※「デジタルコンテンツ」とは、デジタル形式で記録されたコンテンツ
※表示単価で四捨五入（内訳と合計が一致しない場合がある）

出典：(財)デジタルコンテンツ協会「デジタルコンテンツ白書2011」



１６．映画

シネマコンプレックス（シネコン）方式の映画館が増加し、シネコン以外の映画館は
減少しているが、全体としてのスクリーン数は増加傾向にある。入場者数は、平成１７
年に対前年比５．７％の減少となったが、平成２１年には持ち直している。

また、近年、公開本数は減少傾向にあるものの、興行収入は増加傾向にあり、特に平
成２２年はいくつかの３Ｄ作品の影響により興行収入は約２２０７億円と市場最高を記
録した。

映画館（スクリーン）数と入場者数
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出典：(社)日本映画製作者連盟資料
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１７．音楽

音楽ＣＤの生産実績は、数量・金額ともに１９９８年をピークに１１年連続で減少して
いる。一方で、音楽配信サービスを中心とした新たな音楽市場が急成長している。

ＣＤ生産数量と生産金額
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１８．アニメ

アニメーション市場規模の推移
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アニメーションの市場規模は2007年に減少に転じたが、2010年は前年比５．８%増
の２２９０億円と2年連続で増加した。
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出典：（株）メディア開発綜研発表資料



１９．マンガ

コミック誌・コミックス販売額の推移

ここ１０年、コミック誌（マンガ雑誌）は発行部数・販売金額ともに市場規模を縮小し
てきたのに対し、コミックス（単行本）はほぼ横ばいである。
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コミック誌・コミックス販売数の推移

出典：(社)全国出版協会・出版科学研究所「出版指標年報」
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※ 表示単価で四捨五入のため、内訳と合計が一致しない場合ある。



家庭用ゲーム国内市場規模の推移

２０．ゲーム

※表示単価で四捨五入のため、内訳と合計が一致しない場合がある
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出典：デジタルコンテンツ白書2011

オンラインゲーム市場規模の推移

運営サービス売上 ・・・ オンラインゲームサービスによる売上
例えば、月額課金ゲームの場合、月額利用料金の売上、アイテム課金ゲームの場合、そのゲーム内で利用できるア

バターやゲームアイテムの販売の売上等ゲーム運営サービスによる売上の総額
パッケージ売上 ・・・ プレイステーション３等のゲーム機のゲームソフト、及びPCオンラインゲームのゲームソフト等パッケージソフトの売上

※表示単価で四捨五入のため、内訳と合計が一致しない場合がある



２１．電子書籍

市場を牽引しているのはケータイ向け電子書籍市場であり、２０１０年度では電子書籍
市場全体の８８％を占めている。
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出典：株式会社インプレスＲ＆Ｄ インターネットメディア総合研究所
「電子書籍ビジネス調査報告書２０１０」
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雇用

２２．創造産業（日英比較）

産業分野

雇用 市場規模

日本（人） 英国（人） 日本 （億円） 英国 （億円）

舞台芸術 58,200 74,300 490 930

美術・骨董 23,500 37,000 850 6,480

映画 75,288 44,500 18,070 6,660

音楽 119,002 122,000 21,430 8,510

工芸 25,900 23,700 3,850 740

デザイン 46,861 76,000 6,650 49,400

ファッション 4,500 11,500 250 1,100

コンピュターソフト 555,253 555,000 107,230 67,340

ゲームソフト 29,000 21,500 12,100 1,850

出版 169,395 140,800 48,150 34,230

放送 135,000 102,000 37,390 22,390

広告 154,381 92,800 101,890 29,600

建築 12,500 20,900 30,000 3,150

合計 1,408,780 1,322,000 388,350 232,380

映画

美術・骨董

舞台芸術

日本 英国

出典：佐々木雅幸「創造産業による都市経済の再生」
『季刊経済研究』第26巻第2号 2003年
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国指定等文化財件数一覧

（平成２４年２月１日現在）

指定

重要文化財（うち国宝） 12,816件 （ 1,082 件） ※1

建造物 2,386件 （ 216 件）

美術工芸品 10,430件 （ 866 件）

重要無形文化財 保持者・団体

芸能
各個認定 39件 （ 56 人）

総合認定 12件 （ 12 団体）

工芸技術
各個認定 42件 （ 57 人） ※2

保持団体認定 14件 （ 14 団体）

重要有形民俗文化財 211件

重要無形民俗文化財 272件

史跡名勝天然記念物
（うち特別史跡名勝天然記念物）

2,951件 （ 162 件） ※3

史跡 1,667件 （ 60 件）

名勝 331件 （ 30 件）

２３．文化財の指定等件数

名勝 331件 （ 30 件）

天然記念物 953件 （ 72 件）

選定

重要文化的景観 30件

重要伝統的建造物群保存地区 93地区

登録

登録有形文化財（建造物） 8,699件

登録有形文化財（美術工芸品） 13件

登録有形民俗文化財 21件

登録記念物 61件

文化財ではないが保護対象となるもの

選定保存技術

保持者 46件 （ 52 人）

保存団体 29件 （ 31 団体） ※4

※１ 重要文化財の件数は国宝の件数を含む。

※２ 工芸技術の各個認定者は重複認定があり、実人員は56人となる。
※３ 史跡・名勝・天然記念物の件数は、特別史跡・名勝・天然記念物の件数を含む。

※４ 選定保存技術については保存団体に重複認定があるため、実団体数は29団体となる。



種類別 件数 棟数

近
世
以
前
の
分
類

神 社 565 (38) 1,185 (64)

寺 院 848 (152) 1,125 (160)

城 郭 53 (8) 235 (16)

住 宅 94 (14) 152 (20)

民 家 346 788

その他 193 (3) 262 (3)

小 計 2,099 (215) 3,747(263)

２４．国宝・重要文化財

（平成２４年２月１日）

国宝･重要文化財(建造物)時代別指定･棟数

時代

種別
旧石器 縄文 弥生 古墳 上古 飛鳥 奈良 平 安 鎌 倉 南北朝 室 町 桃山 江戸 近代 計(A)

絵 画 12 157 709 129 277 122 252 45 1,703

国宝･重要文化財(美術工芸品)時代別指定件数一覧

種類別 件数 棟数

近
代
の
分
類

宗教施設 25 32

住居施設 77(1) 277（1)

学校施設 38 65

文化施設 34 56

官公庁舎 22 27

商業・業務 20 27

産業・交通・土木 66 220

その他 5 17

小 計 287(1) 721(1) 合 計 2,386 (216) 4,468(264)

（平成２４年２月１日）

※（ ）内は国宝で内数

彫 刻 122 121 1,439 721 63 92 10 15 6 2,589

工 芸 品 4 25 133 325 953 257 215 157 152 6 2,227

書跡・典籍 2 202 485 568 99 73 12 49 1,490

古 文 書 5 40 138 334 105 55 22 28 727

考古資料 10 101 97 160 9 70 77 21 6 4 3 558

歴史資料 1 1 12 1 17 8 82 27 149

計 10 101 97 160 4 163 579 2,622 3,318 660 733 331 581 84 9,443

時代

種別

東 洋

西洋 計(B)
中 国

朝鮮 その他 計
唐以前 唐 五代十国 宋・元 明・清 計

絵 画 4 7 186 41 238 33 271 271
彫 刻 17 38 5 60 4 64 1 65
工 芸 品 4 28 87 25 144 45 2 191 10 201

書跡・典籍 16 57 1 305 379 11 390 2 392
古 文 書 1 1 6 2 10 1 11 1 12
考古資料 23 3 26 2 28 28
歴史資料 2 2 1 1 4 14 18

計 61 131 8 589 70 859 97 3 959 28 987

種 別
総 計

(A)＋(B)

絵 画 1,974(158)

彫 刻 2,654(126)

工 芸 品 2,428(252)

書跡・典籍 1,882(223)

古 文 書 739( 60)

考古資料 586( 44)

歴史資料 167( 3)

合計 10,430(866)※（ ）内は国宝で内数



２５．重要無形文化財／重要有形・無形民俗文化財

（平成２４年２月１日）

重要無形文化財保持者等認定件数

種類
保 持 者

各個認定 総合認定

芸

能

雅 楽 0 0 1 1

能 楽 7 13 1 1

文 楽 3 6 1 1

歌舞伎 4 7 1 1

組 踊 2 3 1 1

音 楽 20 24 6 6

舞 踊 1 2 1 1

演 芸 2 2 0 0

小 計 39件 5７人 12件 12団体

種類
保 持 者

保持団体
各個認定

工
芸
技
術

陶 芸 10 10 3 3

染 織 15 18(17) 7 7

漆 芸 5 10 1 1

金 工 5 9 0 0

木竹工 2 5 0 0

人 形 2 2 0 0

手漉和紙 3 3 3 3

小 計 42件 57(56)人 14件 14団体

保 持 者
保持団体

各個認定 総合認定

合 計 8１件 114(113)人 12件 12団体 14件 14団体

（注）（ ）内は実人員を示す。

重要有形民俗文化財
指定件数

重要無形民俗文化財
指定件数

種 類 件数

衣食住に用いられるもの 29

生産、生業に用いられるもの 89

交通、運輸、通信に用いられるもの 18

交易に用いられるもの 1

社会生活に用いられるもの 1

信仰に用いられるもの 38

民俗知識に関して用いられるもの 7

民俗芸能、娯楽、遊戯に用いられるもの 23

人の一生に関して用いられるもの 3

年中行事に用いられるもの 2

合 計 211

種 類 件数

風俗慣習 107

民俗芸能 154

民俗技術 11

合 計 272

（平成２４年２月１日）



２６．史跡・名勝・天然記念物/登録有形文化財（建造物）

（平成２４年２月１日）①史跡

分 類 件数

貝塚・古墳等 669(14)

都城跡等 372(19)

社寺跡等 277(14)

学校その他教育・学術
・文化に関する遺跡

25 (3)

医療施設その他社会・
生活に関する遺跡

6 (-)

交通施設その他経済・
生産活動に関する遺跡

178 (2)

墳墓・碑等 76 (3)

旧宅・園池等 82 (6)

外国及び外国人に関す
る遺跡

8 (-)

合 計 1,693(61)

②名勝

分類 件数 分類 件数 分類 件数

庭園 203(24) 瀑布 9 (-) 温泉 1 (-)

公園 10 (-) 湖沼 3 (1) 山岳 16 (2)

橋梁 2 (-) 浮島 1 (-)
丘陵・高原
・平原 2 (-)

花樹 13 (-) 湧泉 1 (-) 河川 1 (-)

松原 6 (1) 海浜 33 (-) 展望地点 10 (-)

岩石・洞穴 14 (-) 島嶼 9 (2) 合 計 369(36)

峡谷・渓流 34 (5) 砂嘴 1 (1)

分類 件数 分類 件数

動物 193(21) 地質・鉱物 235(20)

植物 543(30) 天然保護区域 23 (4) 合 計 994(75)

③天然記念物

（注）（ ）内は特別史跡名勝天然記念物で内数。

史跡・名勝・天然記念物の種類別指定件数

③種別

江戸以前 明治 大正 昭和 計

1,493 2,827 1,859 2,520 8,699

登録有形文化財（建造物） 8,699件

①時代別 ②構造種別

産業
交通

官公
庁舎

学校
生活
関連

文化
福祉

住宅 宗教
治山
治水

他 計
１次 ２次 ３次

103 830 1,122 336 156 273 290 279 3,980 1,100 164 66 8,699

建築物 土木構造物
その他の
工作物

計

6,834 517 1,348 8,699

（平成２４年２月１日）

登録有形文化財（建造物）

※ここでの件数は、同一の物件につき、２つの種別に重複して指定が行われている場合（例えば、名勝及び天然記念物など）、
それぞれの種別につき１件として数えたもの。



２７．文化関連施設①

文化関連施設の中で最も多いのは、博物館となっている。いずれの施設種も一貫して増
加傾向にあるが、近年その伸びは小さくなっている。文化関連施設の職員数（専任、兼
任、非常勤の合計）は、いずれの施設種とも施設の増加に伴って増加しているが、１館
あたりの職員数では、図書館の伸びが最も大きい。文化関連施設の利用者数は、平成７
年時点と比べて、図書館の利用者数の伸びが最も大きい（４３％増）。

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H8 11 14 17 20

文化会館 図書館 博物館 うち美術館

H8 1,549 2,396 3,744 845

H11
1,751

（113.0%）
2,592

（108.2%）
4,248

（113.5%）
987

（116.8%）

H14
1,832

（104.6%）
2,742

（105.8%）
4,491

（105.7%）
1,034

（104.8%）

H17
1,885

（102.9%）
2,979

（108.6%）
4,705

（104.8%）
1,087

（105.1%）

H20
1,893

（100.4%）
3,165

（106.2%）
4,857

（103.2%）
1,101

（101.3%）

（館）

※博物館は総合系・歴史系・美術系の博物館の合計で、類似施設を含む。
※文化会館とは、音楽・芸術・舞踊等主として舞台芸術のための固定席300席以上のホールを持つ文化会館、公会堂等。

40,000

文化会館 図書館 博物館 うち美術館 （人）

職員数

施設数

▲：文化会館 ◆：図書館 ●：博物館 ○：美術館

※（ ）内は、対３年前比

▲：文化会館 ◆：図書館 ●：博物館 ○：美術館

0

10,000

20,000

30,000

40,000

H8 11 14 17 20

H8
15,865

（10.24人）
22,057

（9.21人）
22,773

（6.08人）
7,222

（8.55人）

H11
18,170

（10.38人）
24,844

（9.58人）
26,661

（6.28人）
8,577

（8.69人）

H14
18,198

（9.93人）
27,276

（9.95人）
29,427

（6.55人）
8,483

(8.20人)

H17
18,388

（9.75人）
30,660

（10.29人）
30,597

（6.50人）
9,437

（8.68人）

H20
20,027

（10.58人）
32,557

（10.29人）
31,366

（6.46人）
9,434

（8.57人）

出典：文部科学省「社会教育調査」

※（ ）内は、１館あたりの職員数

図書館 博物館 うち美術館

H7 12,001 14,448 5,344

H10 13,119 15,176 5,341

H13 14,310 14,440 5,052

H16 17,061 15,380 5,696

H19 17,136 15,171 5,7260

5,000

10,000

15,000

20,000

H7 10 13 16 19

利用者数
（万人） ◆：図書館 ●：博物館 ○：美術館



２８．文化関連施設②

（制度のある施設数／割合） （登録者数）

25,965

22,565

29,418

59,357

70,776

98,431

45,737
（15,293）

52,209
（15,634）

48,289
（16,241）

0 50,000 100,000 150,000 200,000

H14

H17

H20

298
16.3%

1,450
52.9%

640
14.3%

160
15.5%

331
17.6%

1,808
60.7%

835
17.7%

204
18.8%

424
22.4%

2,110
66.7%

944
19.4%

247
22.4%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

文化施設 図書館 博物館 うち美術館

H14 H17 H20

（施設）

出典：文部科学省「社会教育調査」

文化施設 図書館 博物館（うち美術館）

※ここでいう文化会館とは、全国の主要な国公立文化施設（劇場・ホール等）。
（「平成２２年度全国公立文化施設名簿」掲載施設）

公立文化会館における指定管理者制度の導入状況

ボランティア登録制度の導入状況

※博物館は総合系・歴史系・美術系の博物館の合計、類似施設含む。

その他
直営

［1,060［施設］48.6%

（人）

出典：（社）全国公立文化施設協会
「平成22年度 公立文化施設における指定管理者制度導入状況に関する調査報告書」

※公共的団体とは、自治体出資の財団等

（平成１９年２月現在）
公立の美術館・歴史博物館

（文化庁調べ）

（指定管理の種別）

導入した館

[93館]16.9%

導入していない館

[457館]83.1%

指定管理者
［1,080施設］49.6%

公共的団体
［707施設］65.5%

ＮＰＯ法人単独[57施設]5.3%

NPO法人と民間事業者
による共同体［2施設］0.2%

その他
［40施設］1.8%

複数の民間事業者による
共同体［112施設］10.4%

公共団体とＮＰＯ法人
による共同体［2施設］0.2%

単独の民間事業者による
共同体［143施設］13.2%

［1,060［施設］48.6%

公共的団体と民間事業者
による共同体［50施設］4.6%

その他[1施設]0.1%



２９．メセナ活動①

実施状況

250 252 265 239 230 265 266 258
347 375 392 411 424 443 475 460 464 439

153 124
139

119
95

171 198 187

245 227 227 221 210 180
215

202 172 221

62.0%

67.0%

65.6%

66.8%

70.8% 60.8%

57.3%

58.0%

58.6%

62.3%

63.3%

65.0%
66.9%

71.1%

68.8%

69.5%
73.0%

66.5%

-25%

0%

25%

50%

75%

200

400

600

800

1000
実施企業数 未実施企業 実施率

平成２１年度、メセナ活動費について回答のあった企業（メセナ活動実施企業の
９０.０％、３９５社）の活動費総額は２５３億６,６６４万円であった。

※ メセナ活動とは、即効的な販売促進・広告宣伝効果を求めるのではなく、
社会貢献の一環として企業が行う芸術文化支援活動。

（社）

メセナ活動費

出典：(社)企業メセナ協議会「2010年度メセナ活動実態調査」

-50%0
H4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

12,695
10,774

7,546
9,665 9,975

10,759
10,228

9,512
6,967

6,212

6,645
6,389

6,252
8,542

6,101
6,558

6,327
6,422

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

H4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

１社あたり平均活動費

メセナ活動費総額

（万円）

※平成１２年度調査より、調査対象を大幅に拡大したため、データの
経年比較には留意が必要である。

※平成１２年度調査より、調査対象を大幅に拡大したため、データの
経年比較には留意が必要である。

236億1,297

204億6,983

159億2,280

168億1,771

175億5,527

196億8,807

214億7,871

185億4,864
175億8,029

212億6,398

224億2,517

232億5,698

331億4,260

256億8,647

264億9,591
253億6,664

258億1,633

185億3,344



３０．メセナ活動②

平成２１年度にメセナ活動を「行った」と回答した企業４３９社による活動総数は、
２,６４６件、活動分野は「音楽」（実施企業の約７割）、次いで「美術」（約６割）
が多い。

１社当たりのメセナ活動件数

1件
21.7%

2件
17.1%

3件
14.4%

4件
11.8%

5件
5.9%

6～10件
17.3%

11～30件
9.8%

31～100件
1.8% 101件以上

0.2%

67.4

55.860

80

実施件数ベース［N=2646］

企業数ベース［N=439］

プログラムの開始年度

新規 534件
20.2%

2005～08年度
19.6%

2000～04年度
14.5%1995～99年度

10.7%

1990～94年度
10.1%

1985～89年度
6.0%

1980～84年度
3.1%

1970～79年度
3.3%

1969年度以前
3.9% 不明

8.0%

無回答, 0.1%

継続
2,108件
79.7％

活動分野
（％）

出典：(社)企業メセナ協議会「2010年度メセナ活動実態調査」
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企業数ベース［N=439］

（複数回答）

57.3

32.5

8.5 6.6 8.5
2.1

74.3

62.9

28.7

19.1
12.8

4.8

0

20

40
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80

資
金
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場
所
の
提
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実施件数ベース［N=2646］

企業数ベース［N=439］

（％） 活動方法

（複数回答）
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３１．メセナ活動③

メセナ活動を実施する目的については「社会貢献の一環として」が９割を超える。メセ
ナ活動を実施する上で重視した点については「芸術文化の啓発・普及」「地域文化の振
興」が多い。

メセナ活動の目的

2009［N=439］

（複数回答）

4.1%

2.5%

4.6%

6.2%

7.1%

16.9%

33.0%

54.0%

58.1%

66.5%

92.7%

0% 50% 100%

その他

文化関連業務の事業化を計画しているため

優秀な人材を社員として獲得するため

他社に対する優位性を得るため

宣伝広告として即効的な成果が期待されるため

社員の質的向上をはかるため

自社の企業文化の確立をめざして

芸術文化全般の振興のため

長期的にみて自社のイメージの向上につながるため

地域社会の芸術文化振興のため

社会貢献の一環として

メセナ活動で重視した点

（複数回答）

出典：(社)企業メセナ協議会「2010年度メセナ活動実態調査」

2009［N=439］

6.2%

5.2%

7.3%

11.8%

14.8%

18.5%

19.8%

23.0%

24.8%

31.7%

37.4%

60.4%

61.0%

0% 50% 100%

その他

芸術文化の調査・研究

同時代芸術の振興

文化財等の発掘・保存・修復

既に定評のある芸術家への支援

アマチュアへの支援

日本の伝統芸能の振興

国際文化交流

鑑賞者への支援

若手や評価の定まっていない芸術家への支援

青少年への芸術文化教育

地域文化の振興

芸術文化の啓発・普及



３２．メセナ活動④

メセナ活動を評価する基準については、参加者からの声を広く聴こうとする姿勢がうか
がえる。メセナ活動を実施する上で支障があったとする企業は２６７社（６０.８％）
で、主に活動資金・スタッフ不足が課題となっている。

メセナ活動を評価する基準

（複数回答）

17.8%

2.7%

17.1%

22.1%

22.6%

23.5%

24.4%

25.7%

40.1%

53.1%

64.5%

0% 20% 40% 60% 80%

特に評価していない

その他

専門家の評価

マスコミの取扱量

ステークホルダー（株主・顧客等）の評価

マスコミの評価

担当者の自己評価

被支援者（アーティストほか）の評価

社内の評価（認知・反応等）

参加者・来場者数

参加者・来場者の評価

2009［N=439］

メセナ活動で支障となる事柄

（複数回答）

出典：(社)企業メセナ協議会「2010年度メセナ活動実態調査」

6.0%

3.7%

4.5%

6.7%

16.5%

18.0%

23.2%

27.7%

32.2%

34.1%

50.9%

0% 20% 40% 60% 80%

その他

経営トップが替わると方針がかわる

支援したい芸術文化活動が少ない

担当部署がない

情報やノウハウがない

税制上の優遇措置がない

社内の理解がなかなか得られない

目先のメリットが見込めない

専門知識をもったスタッフの不足

スタッフ数の不足

予算額が少ない

2009［N=267］



３３．我が国の「芸術家」人口①（職業別、年齢別）

※『芸術家』とは、国勢調査において職業欄に「文芸家・著述家」「彫刻家・画家・工芸美術家」「デザイナー」
「写真家・カメラマン」「音楽家」「俳優・舞踊家・演芸家」のいずれかに該当すると記入した人。

我が国の「芸術家」人口は増加傾向で推移していたが、平成１７年度調査時には微減に
転じた。分野毎の年齢別人口をみると概ね３０代に最も多く分布しているが、「文芸
家・著述家」及び「音楽家」では４０代が最も多い。

27,034 27,629 31,268 33,600 29,215
26,090 31,383 37,064 38,103 38,781

127,342
156,855 151,924 161,393 164,741

55,309

63,181 65,905
66,412 64,446

111,501
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125,570 121,786 115,020
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73,487 75,773 78,698

401,003

457,681
485,218 497,067 490,901
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工芸美術家

文芸家・著述家

（人）

出典：総務省「国勢調査」

出典：総務省「平成17年度国勢調査」

（人）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

文芸家・著述家 彫刻家・画家・

工芸美術家

デザイナー 写真家 音楽家 俳優・舞踊家・

演芸家

20代以下 30代 40代 50代 60代 70代 80代以上

2,146

6,669
8,680

5,063
3,454
2,505

698

4,639

8,825
8,150

8,587

4,942
2,832

806

44,068

58,076

34,471

20,437

6,349

1,218
122

12,064

15,553
13,332

14,000

6,509

2,533
455

19,047

30,492
32,543

20,880

7,864

3,485

709

19,310
22,281

16,453

11,246

6,213

2,648
547

27,034 27,629 31,268 33,600 29,215
0

S60 H2 H7 H12 H17



３４．我が国の「芸術家」人口②（地域別）

「芸術家」人口の地域別分布をみると、最多が東京都で１３２,６９２人、最少が鳥取県
で２０５人（全国の芸術家の２７％が東京都に集中している）。人口１０万人あたりで
は、最多が同じく東京都で１,０５５人、最少が秋田県で１４３人、全国平均は３８４人
であった。
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出典：総務省「平成17年度国勢調査」

※全国平均３８４人

１０万人あたり
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３５．アートＮＰＯ法人数

注）08年度よりアートNPOのカウント条件を緩和
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※内閣府NPOポータルサイト及び各都道府県のNPO関連情報ページを参照の上、各団体HP

（NPO法人アートNPOリンク調べ）

※内閣府NPOポータルサイト及び各都道府県のNPO関連情報ページを参照の上、各団体HP
の活動内容なども参考にアートNPOに該当すると思われるものを抽出し集計したもの。


